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（注）栗山町は、2006年に全国で初めて議会基本条例を制定した。議場にテレビカメラを設置し議会を町民に公開するなど
の透明性確保、町長への反問権の付与等、さまざまな議会改革に取り組んでいる。
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ー交付金や補助金は減っていくわ

けで、自治体は自ら工夫、努力し

ていかなければなりません。携帯

電話などの廃品からレアメタルを

回収する事業を、民間のシンクタ

ンクと組んで立ち上げ、世界から

注目され始めた秋田県小坂町のよ

うな活性化の成功事例もあります。

自治体も知恵を働かせてほしいで

すし、そこでは企業を活用できる

ことも多いはずです。

そして、地方行政における主役

は、あくまでも市民です。市民が

納めた税で行政が成り立っている

のですから、その税がどう使われ

ているのか、財政状況をわかりや

すく市民に伝える必要があります。

この観点からも、議会のガバナン

スは重要です。

この１年間、各地の経済同友会

の方々と議論する機会も多くあり

ました。そこでは道州制に関する

議論が必ず出ます。話を聞くにつ

れ道州制の導入には多くの問題が

あることを感じますが、一方で、

同友会の皆さんは非常に活発に意

見を出されます。この同友会の良

さをぜひ受け継ぎながら、今後も

地方の改革についての議論が発展

していくことを期待します。

われわれは日々、企業の中で経

営にあたっていますが、経営で最

も大切なのはガバナンスです。地

方行財政の改革を見るに際しても、

自治体のガバナンスがどうなって

いるのか、きちんと点検する必要

があると考えました。地方自治体

の場合、お金は中央（国）から下

りてくるもので、住民から税とい

う形でもらっているという意識が

ほとんどないという点に大きな問

題があります。自治体のガバナン

スを考える時、民間企業の経営の

やり方が参考になるはずで、当委

員会は両者を比較しながら問題を

論じました。

自治体のガバナンスを成り立た

せていくには、マニフェストで公

約しそれを実行していく行政、実

行を監視する議会、首長を選ぶ住

民、この“三位一体”がしっかり

している必要があります。とりわ

け、地方議会のあり方、議会の透

明性は重要です。北海道栗山町は、

議会基本条例を制定し（注）議会活性

化に取り組んでいますが、こうし

た動きは少しずつ全国に波及しつ

つあります。

議会活性化の根本には市民の関

心が不可欠です。かつて、企業の

株主総会はシャンシャンで終わっ

ていましたが、時代の変化もあっ

て株主の意識が高まり、質問や意

見が数多く出るようになりました。

議会も同様で、シャンシャンで終

わらせてしまうような自治体では、

いずれ立ちゆかなくなるのではな

いでしょうか。

地方議会のガバナンス強化には
住民の意識の高まりが不可欠
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